<BOOK REVIEW>Eiji Shiomi, Transport Industry by 村尾 質 & Murao Tadashi
一lfiユ ー
〈書 評〉






第1部 交通産業 をめ ぐる理論 と政策
1.第1章 規制 ・規制緩和 と交通産業
2.第2章 交通の産業構造 と市場構造
3.第3章 運賃 の理論 と制度
4.第4章 情報化社会 と交通 ネ ッ トワー ク
5、 第5章 交通経営 の転換 と経営多角化
第II部 交通産業 の動向 と課題
「章」 につ いては 目次省略(交 通各部門別の分析)
第II編 本書への批評 と疑問点
1.「 第1章 規制 ・規制緩和 と交通産業」 につ いて
(1)規 制理論 の諸類型
(2)競 争可能市場の理論




本書 は交通経済論の立場か らs交 通産業の現状
と最近 における変化,お よびその背景 と課題,展
望等 を考察 しようとす る共 同著作である。筆者た
ちはいま働 き盛 りの,小 生のよ うな老輩か ら見れ
ば若手 ともいえる研究者達 であ り,共 同執筆者11
名 の うち7名 までは,大 学以外の研究機 関または
企業,団 体等に勤務 される方たちであ る。
私は交通経済論 を専攻す る者 であ るが,こ れま
でに 「交通論 とはどんなことを研究す る学問です
か?」 と聴 かれ ることが少な くなか った。 それに
対 して私は 「交通経済論は,基 本的 には工業経済
論や農業経済論 と同様 の学問です」 と答 える こと
に している。
とは言 って も,交 通 は確 か に工 業 や農業 とは
「異 なる性格」 を も持 っていて,そ れが交通経 済
論 の特殊性 を形 成 して いる,と も言 え る。 その
「異 なる性格」 とは次の2点 であ ると考 える。
① 交通 の生産物 は工業や農業の よ うな有形財
ではな く無形財(「 即時財」とも言 う)で あ る こ
と。 このため生産 と消費が同時に行われなけれ
ぽならない し,生 産物 を貯蔵す ることもできな
い。 これ らの性格が,交 通の経済的特殊性 を生
み出す。但 しこれ らの性格は,交 通 以外のサ ー
ビス産業に も共通 の特殊性 にほかな らない
。
② 交通部 門 は歴 史的 に見 て も世界 的 に見 て
も,国 の公共的規 制を受 けることが多い部門で
ある。 それは近代的交通機関が,鉄 道 とい う地
域独 占性 をもつ産業 に よって発足 した こととも
関係 している。だがそれのみではな く,交 通 の
「外部経 済性」の大 きさに よ る,国 民(地 域)
経済的重要性 とい うことも関係 しているもの と
思われ る。 これ らの理由によって交通経済論で
は,一 般 の経済学 における 「価格論」が 「運賃
論」 として1つ の研究領域を形成 し,市 場で 自
由に決 まるのではな く,公 共的(人 為的)介 入
の可能性を前提 にした,positiveで はな くnor-
mative(規 範的)な 理論 と して考 え られ る こ
とになってきた。 この点 も交通経済論の大 きな
特殊性である。 この よ うに公共的規制を大幅に
受 けるサー ビス産業は,ほ かには余 り見 出され
得 ない と思われ る。本書の なかで も,運 賃論 に
関す る所論 は重要 な地位 を 占めてい る(特 に第
1章r第3章)。
私 としては本書を読 まれ る交通の専 門外の方た
ちが,本 書を通 じて現代の交通 および交通産業が
もつ,他 部門 とは 「異 なる性格」 を理解 されるこ
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とを期待す ると共 に,そ れ と併行 して,交 通経済
論 とは何を考 えるのか,と い う点 をも併せ理解 し
て頂 きた いと思 う。但 し本書 は書名が示す通 りあ
くまで 「交 通産 業論」 なの で あって,全 般 的 な
「交通経済論」 よりは守備範 囲は(交 通部門として
もまた思考領域 としても)狭 い。 しか しなが らそ
れが,交 通経済論 の1つ の最 も重要 な部分 を占め
てい ることは事実である。
この書評では,全 体 を第1編(本 書の中に 「部」
の区分があるので,混 同を避けるため 「編」とした)
と第II編 に分 け,第1編 で は本書 の 内容 を概説
し,第II編 では内容に対す る批評 を行 った。但 し
批評を第II編 にま とめたのは,そ の批評が量的 に
も,ま たある意味で 内容的に も,特 に重要である
と考 えた第1章 お よび第3章 のみであ り,そ れ以




本書は第1部 と第II部 の2つ の部分 によって構
成 されている。第1部 は本書全体 の問題意識 す
なわち最近 におけ る交通産業 とその環境変化の関
係に関す る,理 論 を含む考察であ り,全 体 の総論
に当た ると言 えよう。第II部 は交通産業各部門 に
関す る,主 として実証 的分析である。
以下本書 の内容を概説す るが,そ れを第1部 を
主 とし,第II部 については きわめて簡略化せ ざる
を得 なかったのは,そ れが重要でないからではな
く,専 ら紙数の制約に よるものであ る。
第1部 交通産業 をめ ぐる理論 と政策
1.第1章 規制 ・規制緩和 と交通産業
この章 では まず 「規制緩和 の潮流」(1節)に
おいて,近 年世界的 にケイソズ政策への疑問が提
起 されるよ うにな り,国 の財政負担 の軽減 と 「小
さな政府」の実現 に向けての政策転換 が,1970年
代半 ぽに米国で本格的に着手 され て以来,そ れが
「80年代 には主要 な先進資本主義 国に波 及 し,い
わ ぽ世界的潮流 とな った」 こと,そ して 「規制緩
和 が最 も大規 模 にかつ広範 に行わ れた のは,交
通 ・電気通信事業 な どのいわぽ公益事業 の分野 に
おいてであ った」 と述べ る。
次いで 「米国 と英 国における規制政策 の展開」
の経緯(II節)に つ いて簡単 に触 れた あ と,「規
制緩 和の要因」(III節)に つ いての解説 に移 る。
すなわち前述 の政策転換 の潮流 が世界的 となって
きた主要因について,次 の ように述べ る。その主
要 因の第1は,「 規制 の コス トが膨 張 して ぎた」
こと,そ して 「規制 コス トの増加→生産性の低下
→運賃の上昇 とサー ビス水準の低下→規制 コス ト
の増加 とい った悪循環」のなかで 「利用者の利便
性が損 なわれ,規 制 に対す る批判 が高 まった」 こ
と,さ らに規制制 度が 「硬 直的」で,「 様 々な市
場 条件 の変化 に適切 に対 応 で きない」 こ とも,
「この矛盾 を深 めた」ので ある,と している。
第2は,「 新保守主義の台頭 とその思潮 にそ っ
た経済社会政策 の取組み」である。新保守主義の
思潮 は 「小 さな政府」 に象徴 され る,と す る。
第3は,第1の 要因 と関連 して 「政府 の失敗 と
構 され るもの」で ある。「既存事 業者 と規制 当局
の馴れあいや癒着」に より 「被規制事業 の全体的
に劣悪 なパ フ ォーマソス(成 果)が 批判の対象」
とな った(こ こでは 「政府の失敗」が広義に捉 えら
れている一 注 村尾)と 述べている。
第4は,技 術革新 の重要性 の高ま りと需要 の多
様化が交通市場 の変化 に大 きな影響 を与 え,「 従
来 の規制 の体系が陳腐化」 して きた ことである。
すなわち従来の「規模 の経済性」重視 に対 して,ME
化,情 報 化 のなかで,多 品種 少量 生産 が基 調 とな
り,「規模 の経済 」よ り「範 囲の経済」が重 視 され
る ように変化 し,「 これに伴 う新 たな競争体制 は,
規制の改革を促す ことになった」 とい うのである。
以上 の論述 のあ と,わ が国における規制緩和政
策の展開過程 が,1980年 代初頭 まで遡 って具体的
に述べ られている(IV節)。
次いで この章 の中心的論題 である 「規制 の理論
と実 際」(V節)に 入 る。 こ こで は まず 「1.規
制理論 のパ ターソと類型」 において,現 在の経済
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学における規制理論 の系譜 の主要 なものにつ いて
次の4つ に類型化す る。第1に 自然独 占の要因を
中心 に展開 された 「市場 の失敗」 をめ ぐる理論で
あ り,第2は ステ ィグラーなどに よって展開 され
た 「捕獲理論」 ないし 「政治の失敗」 をめ ぐる理
論 であ る。 そ して第3に は ボーモル等 が中心 と
なって展 開 され て い る 「競 争 可 能 市 場 理 論」
(contestablemarkettheory)で あ り,第4は 規制
者 の行動や規 制利権 グループをめ ぐる理 論で あ
る。 これ らの うち第1の 「市場 の失敗」 をめ ぐる
理論は,経 済学 におけるいわば伝統的 な理論 にあ
た り,主 として1960年 代末 までは大 きな影響力を
もっていた。だが70年 代以降 は 「政治の失敗」や
規制 に よる著 しい弊害 が指摘 され るよ うに なっ
て,次 第 にその影響力を低下 させた。そ して70年
代後半以降 は第3に 挙 げた 「競争可能市場理論」
が積極 的 に展 開 され,規 制緩和 の理論 的支柱 と
なってきている。現在では,そ れに もとつ く規制
緩和 の効果やその もとでの企業行動 などにつ いて
の,実 証的研究 と理論的再検討が行われつつ ある
状況である,と 述べている。
次の項2.は,自 然独 占によって参入規制が必
要 とされ る理 由 とそれへの対応策 とい う伝統的理
論の解説であ り,特 に問題 はない。
さらに次 の「3.産 業利益 説」で は,前 記「1.
規制理論 のパ ターンと類型」の第2の 系譜 であ る
ステ ィグラーの新 しい理論 と,旧 来か らの 「産業
利益説」 であ る前記第4の 系譜 としての コル コな
どの説 を,相 互 に比較 しつつ説 明されていて興味
を惹 く。 しか し現代 において最 も強い関心が もた
れ るのは,や は りこれに続 く 「競合可能市場(コ
ンテスタブル ・マーケット)理 論」 であろ う。
「4.競 合可能市場 の理論 とそ の限界」で は,
市場の独占や競争 を問題 にす るだけでな く,市 場
外の潜在的競争者の存在 を重視す る。す なわち仮
に超過利潤を もた らす寡 占形態が成立 しても,参
入障壁 がな く(退 去コス トも小さく……注 村尾),
潜在的 な競争者が,一 時的 な利潤を獲得 して直 ぐ
市場外 に退去す るといった,ヒ ッ ト・エ ソ ド・ラ
ソ的 な参入 ・退 出をす るなら,「 価格 はかな り競争
的 な価格 に均衡 し,寡 占形態に よる弊害 は発生 し
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ない」。 したが って仮に 自然独 占性が存在 しても,
国による規制政策 は不要だ,と 考 えるのである。
ここで この理論 の核心 をなす概念が3つ 挙げ ら
れ てい る。その第1は 「劣加法性」の概念,第2
はサ ン ク ・コス ト(sunkcost)の 概 念,第3は
「維持可能価 格」 の概念 であ る。 しか しここでの
叙述 は余 りに も簡略化 されていて理解が難 しく,
ここで これ を解説す ることは避ける。そ してこの
部 分 に関す る筆者 の疑 問点 を4つ,第II編1.
(2)に おいて述べ ることとす る。





参入 と退出が自由で コス トレス,⑤ 既存企業の対抗
的価格変更に一定の時間を要す る)が 示 され る。
そのあとコンテスタ ブル ・マーケ ットの適例 と
して,近 年 におけ るアメ リカ航空産業への規制緩
和政策の簡単 な説 明があ る。そ してそ こでは,最
近航空業界 に導入 され始めたCRS(コ ンピュータ
予約システム)の 普及 に よって,そ れが大 きなサ
ソク ・コス トとな り,市 場への参入 ・退出障壁 と
して作用 し始め てい ることが指摘 され ている。 こ
れは一般的 な理論的指摘ではな く,ア メ リカでの
現 状 の指 摘 であ るが,こ の筆者 は,こ の理 論 が
「現実的競争 よ り潜在的競争」 を,「 市場集中 の増
加 によってもた らされ る結果 よ り,市 場 の コソテ
スタ ピリテ ィの増大に一層の重点 を置 いた」 こと
に よって 「政 策上,示 唆す る ところが大 きかっ
た」 と評価す る。だが一方 で,ア メ リカ航空業界
での現実 な どを考慮 しての発言 と思われ るが,
「経 済厚 生の確保 や,安 全 性の低下 な ど……は等
閑視 されて」 い ると批判 した うえ,こ の理 論 を
「現実に適用す る場合の有効性 と可能 性,そ れ に
制約条件 などを吟味 してい くことが望まれ る」 と
慎重論 をもって結 んでいるのである。
2.第2章 交通の産業構造 と市場構造
この章 では簡単 なイン トロダクシ ョソ(1節)
のあと,ま ず交通 の 「産業構造」 について述べ ら
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れて いる(II節)。 す なわち まず 日本 の旅 客輸送
と貨物輸送 の輸送量 と輸送機関別分担率の,1970
年以降の推移 と現状を説 明す る。その うえで,交
通 の産業構造 の特徴 として,「(1)少 数 の大規模企
業」 と 「②多数の中小零細企業」 の併存 とい う特
徴をあげ,さ らに自己生産 であって特異な利用特
性を もつ 「(3)異質競争者の 自家用 自動車」の存在
を指摘 している。 この うち(1)と(2)の特性 は主 とし
て業種 に依存 している。す なわち②について言 う
なら,自 動車輸送部門(ト ラックとハイヤー ・タク
シー)と 内航海運部門に潟いて,中 小 ・零細企業
が圧倒的 に多 い(バ ス部門も中小企業がかな り多
い)の で ある。
ここでの叙述その ものは妥当であって特 に問題
はない。 しか しここでの 「産業構造」の概念 には
問題がある と思われ る。 とい うのは,「 産業構造」
とは一般的 には異種産業部門の組合せに関す る,
主 として生産力的側面か ら捉 えた概念なのであ っ
て,こ こで述べ られている 「少数の大規模企業」
と 「多数 の中小零細企業」 といった特性 は,む し
ろ 「産業組織論」 に関す る特性 と考 えられ るか ら
である。
こ の 章 の 交 通 の 「市 場 構 造」の 節(III)の
「1.交 通 にお け る市場構造」の項 では,産 業組
織論 的方 法 に依拠 しなが ら(と 思われる叙述があ
る一一本書p.33),市 場構造 と市場行動の項(1.
と2.)に 分 けて,そ れぞれ旅客輸 送 と貨物 輸送
ごとに,長 距離(ま たは都市間)輸 送市場 と近 距
離(ま たは都市 内)輸 送 市場 とに分類 しつつ分析
を行 なっている。
旅客輸送 の冒頭 の総論的部分では,鉄 道 が中心
となって寡 占的核を形成 しつつ も,航 空 と自家用
自動車 が鉄道 の シエ アを脅 か し,ベ イソのい う
「競争 的周辺部分 を ともなった寡 占的核を もつ売
り手集中」 に似た ものとなってい るとしている。
しか しそのあ との都市間お よび都市 内旅客輸送の
分析では,輸 送機関別 シエアの分析 が中心 となっ
ている。
貨物輸送 の冒頭 の総論的部分では,最 近の鉄道
貨物 の急激 な後退に よって,鉄 道はもはや 「と う
てい"寡 占的核"と 呼べ る状態ではな くな った」
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とす る。 しか しそのあ との長距離 および近距離輸
送 の分析では,ト ラ ックにつ いては営業用 トラ ッ
クと自家用 トラ ックの競争の問題が,そ して内航
海運 については主 として輸送品 目の内容が述べ ら
れているにす ぎない。
ここでも叙述 の内容その ものには特に問題 はな
いが,執 筆者の 「市場構造」概念の捉 え方 に問題
がある と思われ る。それ とい うのは,お よそある
産業 の市場構造を産業組織論的視角か ら考察す る
なら,少 な くとも売手集中度 のほか,参 入条件,
製品差別等 の要 因を も問題に しなけれぽならない
と思われ るのだが,こ こではそれ らに関す る叙述
が全 くないので ある。
同 じ節(III)の 「2.交 通 の市 場行動」(「市場
行動」を 「市場構造」の節に含めた ことも若干問題
だといえるが)の 項 では,ま ず旅客輸送 にっいて,
運賃 は運輸省 の認可制度にもとつ いて決定 され,
おおむ ね認 可 どお りに実施 されて い るので一
一部に割引運賃 はあるものの一 一価格競争 は支配
的でな く,非 価格競争 が盛 んであることが述べ ら
れている。
次いで貨物輸送につ いて も認可運賃制度があ る
が,実 際には旅客の場合 と異 な り,値 下げ競争 が
激 しく,ま た非価格競争 も盛な こと,そ れは荷主
企業 におけ る物流合理化,具 体的 にはその在庫縮
少努力 と結 びつ いていることが述べ られてい る。
3.第3章 運賃 の理論 と制度
まず 「運賃規制 と運賃決定原理」の節(1)に
おいて,多 くの交通 の運賃 は電力 ・ガス ・水道 な
どの料金同様,公 的な規制 のもとにおかれてい る
のだが,そ の理 由は何 か,に つ いて述べ る。そ こ
では①交通サ ービスの必需性,② 自然独 占性,と
い う通説が述べ られ てい るが,こ の通説が含む問
題点に関す る指摘(た とえば藤井弥太郎 「輸送サー
ビスの公共財的性格」,日 本交通学会 『交通学研究 ・
1966年研究年報』,を 参照)は ない。 そ して市場 が
競争的 な一般 の財 ・サ ービスの価格は市場で決定
され るのに対 して,市 場 が独 占的 で生産費用が逓
減的かつ公共的介入が存在す る交通産業(通 常そ
の代表例 として鉄道が考えられている 注 村尾)
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の運賃 は,以 下 の3種 類 の決定原理 が考 え られ
る,と する。その3種 類 とは①利潤を極大化す る
限界費用e限 界収入 とな る運賃,② 独 占利潤(上
記①)が 発生 しない平均費用 に等 しい運賃,③ 資
源配分 を最適化す る限界費用 に等 しい運賃,の3
つである。
だがそのあ との解説では,ほ とん ど上記③ の限
界費用運賃の解説が中心 となっている。 それは こ
の運賃 が経済学的に最 も望 ましい運賃 であ りなが
ら,学 生諸君や一般読者 にとって最 も理解が難 し
いこと,か つ最近 の大量交通機関の経営赤字化 と
い う世 界 的趨 勢 の中 で,費 用逓 減産 業(特 に鉄
道)に おけ る限界費用運賃 に よる経営赤字 の必然
性 を認め,公 共補助の必要性を主張す るこの理論
が,現 実 に注 目され,重 要性を増 して きてい るこ
と,な どの理 由に基づ くもの と思われ,そ の意 図
は妥 当 と言 ってよいであろ う。
さて 「限界費用価格形成原理 と平均費用価格形
成 原理」の節(II)で は,後 者(平 均費用価格)
につ いては 「現実 の交通産業では,多 くの場合,
平均費用価格形成原理 が運賃規制 の基準 になって
いるといえる」 と,節 の末尾でわずか数行での簡
単な説 明に とどめている。
この節 のスペースの大部分 は前者(限 界費用価
格形成原理)の 説明に向け られてい る。す なわち
まず理解 の準備 として 「社会的余剰」概念 につい
て説 明 した あと,本 論 に入 り,「 限界費用 曲線 と
需要曲線 の交点 で価格 と生産量 を決定すれ ば,い
いか えれ ば,価 格 を限界費用 に等 し く設定 すれ
ば,資 源配分 が最適化 され る(「社会的余剰」が最
大化されるので一 注 村尾)こ とにな る」 と,図
3・2に 依拠 しなが ら説 明 してい る。
次 いで 「3.限 界費用価格形成原理 と企業の採
算性」の問題に入 り,図3・3に よって,費 用逓
増 の場合 には限界費用価格 の形 成 に よって,「 資
源配分 の最適化」 と企業利潤 の極大化が同時に達
成 されることを説明す る。 さらに図3・4に おい
ては,費 用逓減産業 の場合 には,資 源配分を最適
化 す る価格(限 界費用価格)で は,企 業利 潤 は極
大化 しないだ けでな く,そ こに損失が必然的 に発
生す ることを述べ ている。
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ここでの2つ の説 明は誤解を招 きやすい構成 と
文章になってお り,作 図上の問題点 もあ ると思わ
れ るが}こ れ らについては第II編2(1)に おいて
詳論す る。
そのあと 「限界費用価格形成原理 の問題点」の
節(III)で はs費 用逓減的 な交通産業 では,こ の
原理に よる価格形成を行 な うと企業 に損失が発生
す る(前 述)の で,こ の交通サ ービスが社会的 に
必要 な ら,外 部 から補助金を与 えて企業を存続 さ
せなければな らない。 この補助金に関 して次 のよ
うな問題 点が あると指摘す る。
その第1は,補 助金の財源 は資源配分に影響を
与 えない財源であること。具体的 には,た とえぽ
付加価値税や消費税の よ うな間接税でな く,所 得
税(こ れには問題がある),土 地税,相 続税 な どの
直接税が挙げ られ る。
第2の 問題点は,企 業の赤字に対す る損失補墳
が 「所得再分配の効果」 を もつ ことであ る。それ
は交通サー ビスの非利用者か ら利用者へ の所得の
移転を意味す る。その所得再配分が公正 で社会的
に望 ましいか否 かの判断 は難 しい。
第3の 問題点 は,補 助金 に よって企業の収入が
保証 され ると,「 能率的経営への誘因がな くなる」
ため,特 に 「独 占的 な交通企業では……費用最小
化 が行 なわれ ない可能性」があ り,資 源配分 の浪
費が生 じる ことである。
最後 に,他 の経済部門で限界費用価格形成 が行
なわれ ていな い場 合(効 率的資源配分が阻害 され
る)に 関す る 「次善」の問題 について述べ られ て
い るが,こ こで は省略す る。
以上の分析を踏 まえた うえで,こ の原理 の 「現
実 性」 につ いて論 じてい る(第6項)。 それ に よ
る と,限 界費用価格形成原理が経済厚生上最 も望
ま しい ことが明 らかであるにもかかわ らず,現 実
にはこの原理 に従 った運賃規制 は現在行 なわれて
いない(フ ラソス闘鉄の貨物輸送の 一部で1969年 当
時行なわれている。またわが国での地下鉄建設投資
の公共投資化,北 九州 モノレールでの費用回収方式
等は,事 実上この方式に近い 一一注 村尾)と 述べて
いる。 しか しこの原理を部分的に導入 した運賃形
態が ないわ けではない。 それは二部料金制 とピー
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クmド 料金である。 それ らについては本書 の こ
れに続 く節(IVお よびV節)で 解説 されている。
二部料金制 とは、運賃 を従量料金 と固定料金に
分 け、前者を限界費用価格 として,消 費量 に直接
関係す るこの部分 に関 しては資 源配 分 を最 適化
し,後 者 に よって固定費(こ の部分は限界費用 に
含まれない)に 基づ く損失 を補填 す る,と い う料
金体系で あ る(IV節)。 だが交通産業 では,現 在
この料金制を採用 している電力,ガ ス,水 道業等
と異 な り,浮 動的利用者 が存在す るので,厳 密 な
二部料金制 の実行は 「技術的 ・経済的に困難」 で
ある。 しか しなが ら固定料金 を 自治体が負担(補
助金 として)す るな ら,そ の実現 は不可能 で はな
い,と 述べ てい る。
次の節(V)で は ピー クロー ド料金 が論 じられ
てい る。最近 の世界的 な交通混雑 の中でsこ の理
論の現実的重要性が増大 している。 ここでは 「交
通需要の波動性」 について述べた あと,不 利用の
設備 が存在す るオ フピーク時に較べ,す でに設備
能力が限界まで使用 されているピーク時に,新 た
に交通 サー ビスの生産 を追加す るのに必要 な費用
は非常に大 き くなるので,限 界費用が高 くなる。
それゆ えピーク時 とナフピーク時 とでは限界費用
が異なる。 したが って 「設備 の有効利用」 を実現
し,資 源配分 を最適化す るために限界費用価格形
成原理 の考 え方 を適用す るな ら,時 間帯や季節等
に よって限界 費用 に応 じた別 々の運賃(ピ ーク時
には高 く,オ フピーク時 には安 く)を 設 定 す べ き
だ,と す るのが ピークロー ド料金理論の考 え方で
ある。
この問題 の叙述 のなかにも1つ の問題点がある
ので,こ れについても後述(第II編2(2))す る。
なお ここで,現 行の通勤 ・通学定期が もつ理論的
矛盾(ピ ーク時に割引運賃)に つ いて述 べ られて
いるが,紹 介は略す る。
この章 の最後 の節で 「運賃制度 の問題点 と見直
し」(VI節)が 論 じ られ る。 こ こで は昨 今の交通
事業 に対す る規制 の緩和 ・撤廃,運 賃の 自由化等
の政策 について,そ の論拠(要 因)が 論 じ られて
いるが,こ れは既述の第1編 第1部1.と 重複 し
ているので省略す る。
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この節で と りあげ られ てい るも う1つ の問題
は,自 由化政策 と関連す る 「3.競 争入札方式」
の問題 で あ る。 これ は英 国の地方 バ スにお いて
1980年 に実験 的に行なわれ,そ の後定着 しつつあ
るとみ られる競争入札制度である。 それは需要の
絶対量が少な く,採 算事業 として成 り立たない と
考 えられている ローカル ・バ ス(サ ッチャー政権以
前 には,政 府 による用途のかな り自由な補助金 に
よって成立 していた一 注 村尾)に 対 して,一 定
の期限 を限って,運 行に必要な補助金 の額を公開
入札 し,最 低額 を提示 した企業が落札す るシステ
ムで ある。
以上の説明のあ と,こ の制度 の問題点につ いて
述べている(簡 単に言 うと,コ ス トとサービスの最
適の組合せが選択 される誘因が存在 しないこと一
なおこの問題 については本書第II部 第4章(p.219)
でも具体的に述べ られている)。 しか しわ が国の不
採算mカ ル ・バス事業 についても,も しも昨今
の規制撤廃の動 きのなかで,路 線 バス事業免許制
が廃止 され るな ら,現 在の よ うな高収益路線に よ
る内部補助 は不可能 とな るであ ろ うか ら,「 上述
の よ うな問題点はあるけれ どもs競 争入札制度の
導入は検討 に値 しよ う」 と結 んでいる。




冒頭の節(1)に おいて,ま ず世界 の市場 が コ
ソピュータと情報通信ネ ッ トワークで結ばれ,グ
ローバルな市場 とヒューマン ・ネ ッ トワークを形
成 しつつ あるのを側面か ら支 えるのが交通 ・運輸
部 門(通 信 を含む一 注 村尾)で あ り,「情報 化
社会 を よ り一層助長 す る もの に世界 的 なデ ィレ
ギ ュレーシ ョソの潮流がある」 と説 く。わが国で
も1985年4月 の電気 通信事業 の 自由化 が実 施 さ
れ,新 しく施行 された事業法の もとで,国 内,国
際 ともに複数の第1種 事業者 によってさまざまな
通信サ ービスが提供 され,ま た第2種 事業者の分
野 で もVAN(付 加価値通信網)事 業 へ の進 出が
積極的 に行なわれている。 とりわ け交通 ・運輸部
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門 で はVAN事 業 へ の進 出 が著 し く,宅 配便 の シ
ス テ ム を利 用 した 新 た なサ ー ビ ス も誕 生 して い
る,と 述 べ て い る。
そ のあ との4つ の節 で は,「 グ ローバ ル化 に お
け る交通 ネ ッ トワー ク」(II),「 テ レ コム ・モ ビ リ
テ ィの諸 機 能」(III),「 ハ イ ・モ ビ リテ ィ社会 を支
え る交 流 ネ ッ トワーク」(IV),「 ネ ッ ト ワーク の
形 態 及 びそ の効 果」(V),等 の 問題 が統 計 表,図
表 な どを用 い なが ら具 体的 に解 説 され て い る。 し
か しなが らい っそ う読者 の興 味 を惹 くの は ,こ れ
に続 く3つ の節(VI～vm)で は な いだ ろ うか。
まず 「物 流 シ ス テ ム と情報 ネ ッ トワー ク」 の節
(VDで は,宅 配 便 の 惰 報 ネ ッ ト ワー ク の 発 展
(VAN事 業へ の進 出 を含 む)に つ い て,ヤ マ ト運
輸 や 日本通 運 そ の他 の 大手 運輸 業 者 の事例 が 具体
的 に述べ られ て い る。
次 の2つ の 節(VII,Vl11)で は,最 近 に お け る航
空市 場 の統合 化 へ の世 界 的 な動 きを 「積 極 的 に促
して い るの が航 空会 社 の コ ン ピ ュー タ予 約 シ ス テ
ム(ComputerReservationSystem:CRS)で あ る」
と述 べ た うえ で,CRSを 保 有 す る こ と に よって
航 空企 業 の収益 が増 え る うえ,競 争上 優 位 に立 っ
こ とが で き るの で,有 力 各社 が そ の導 入 を積 極 的
に進 めつ つ あ る近 況 が詳 し く述 べ られ て い る。 た
だ こ こで残 念 な こ とは,CRSが 今 や 大 き な埋 没
費 用(サ ンク コス ト)と な り,市 場 参 入 の障 壁 と
して作 用 して い る実 情(第1編 第1部1.の 末尾参
照)に 触 れ られ てい な い こ とで あ る。
IX節 は 「交通 ・運輸 部 門 にお け る情報 の国 際化
の課題 」 が 論 じ られ て い る。
5.第5章 交通経営の転換 と経営多角化
ここではまず 「運輸産業 におけ る経営多角化の
進展」の節(1)に お いて,近 年 における運輸産
業 の市場環境の変化,と りわけその規制緩和,情
報化,さ らに国際化 などが交通経営 を根本的 に変
える要素を伴 ってい る,と す る。そ して規制緩和
政策に関 しては,国 鉄 の分割 ・民営化,航 空 にお
け る競争促進政策 の導入お よび 日本航空の完全民
営 化,ト ラ ック事業等 の政 府規 制見 直 し,長 距
離 ・高速 バスの導入 などがそれであるが,こ れ ら
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の政策 の導入によって交通機関 の競争が増大 し,
交通市場が活性化 している,と 述ぺている。
次 の 「経営多角化 の動 向」 を論ず る節(II)で
は,ま ず 「交通企業 における多角化 の誘 因」 とし
て①安全性の確保 ない し不確実性の除去,② 収益
性の増大,③ 企業規模 の拡大,④ 組織 の活性化,
といった4要 因を挙 げてい る。
次 の節(III)で は 「国鉄 改革 とJRの 経 営多 角
化」 について,分 割民営化 によって民営企業化 し
たJRに おける,積 極的 な経営多角化 と商 品開発
の展 開,そ してそれ ら と結 びつ いた コソピュー
タ ・システム化の情況 が,具 体的に展開 されてい
る。
さらに 「私鉄 におけ る経 営多角化 の発展」(IV
節)に 関 しては,そ の展開の経緯 と現状,部 門別
収益状況,そ してV節 では 「多角化に よる兼業部
門 と鉄道事業 の原価」 の関係,等 が述べ られてい
る。
「グループ経営 と多角化 の効果」 の節(VDで
は,ま ず私鉄企業におけ るグル ープ経営化 による
経営基盤 の強化 の現況を明 らかに した後,そ の効
果 と して グループ化 が,「 範 囲 の経 済性」(econ-
omiesofscope)と して立証 されつつ あ る,と 述
べている。
本章 の 末尾 の節(VIDで は 「経 営 多 角化 の課
題」が論 じられ る。 そこではまず,カ ナダ国有鉄
道(CN=CanadianNationalRailwaysSystem)
が,政 府全額出資 の公共企業であ りなが ら,1976
年 に事業部制 を導入 し,部 門別収支を明確にす る
ことに よって,慢 性的 な赤字経営か ら脱却(1976
年以降)し て,多 角化(そ れは同社の発足当初から
存在)の 優良企業 として内外 か ら高 い評価 を得 て
い ることが紹介 されている。
同 じ節の 「2.今 後の課題 と展望」の項 では,
わが国運輸業における多角化成功 の好例 として,
「宅 急 便」の急 発 展 に よって物 流 革 命 の旗 手 と
なったヤマ ト運輸(株)が,自 社の有す る経営資
源を最大限活用す るため に,経 営の多角化を積極
的に推 し進 めつつある情況を述ぺ る。 そ して交通
企業 における経営多角化 は,自 社の経営資源 とし
てのネ ッ トワークをいかに活用す るかとい うとこ
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うか ら出発 し,サ ービスの差別化戦略を展開 し,
最終 的 に は多角化 のプ ラス面 を本業 に フィー ド
バ ックさせ,市 場規模全体を拡大す ることが重要
となる,と 結 んでいる。
第II部 交通産業の動 向 と課題
第II部 は交通各部門別の叙述 となる。 しか しな
が ら筆者 に与 え られたスペースはもはや尽 きよう
としている。 このため残念なが ら,第II部 の内容
の概要 を詳細に紹介す ることは許 されず,各 章 ご
との注 目すべ き叙述 について一言ずつ触 れること
で責を塞がなけれ ばならない ことになった。 これ
は決 して第II部 の重要 性 を軽 視 した ためで はな
く,も っぱ ら紙数 の制約 によるものであることを
重ね てお断 りしてお く。
まず第1章 「国鉄 改 革 とJR」 で は,「 国 鉄再
建策 の問題点」(IV節4(3))と して,分 割各社 と
も,こ れまで批判 の多かった 「内部補助」 に関 し
て,「 内部補 助 システムを外部補助 システ ム(分
割各社間の一 注 村尾)と した に等 しい」 うえ,
分割各社 内部 での内部補助関係 を 「ほ とん ど維持
した まま」であること,ま た 「分割」 が地域分割
を原則 としなが ら 「ひとつ の市場を複数 の企業 に
分 断 させて,混 乱 の原因 となっている」 ことを指
摘 している。 そ して章 の末尾で 「分割民営化 は国
鉄 とい う組織 についての変革であっても,鉄 道そ
の ものが変 わ ったわ けではない」 とし,「 鉄道 の
生 き残 り作戦 はい ま始 まったばか りで ある」(VI
節3.)と 結 んでいる。
第2章 「私鉄 の動向 と課題」 では,「 今 日,国
鉄の経営破綻」や 「公営交通の経営困難」のなか
で,経 営的 に自立を維持 してい る 「私鉄経営が見
直 され」 てい る。 この よ うななかで私鉄 が,「 そ
の与 えられた課題に適切 に対応 し,利 用者 のニー
ズに合 った輸送,お よび周辺サー ビスを提供 して
ゆ く限 り……都市 のイソフラソス トラクチ ュアの
1つ として,今 後 とも重要 な課題 を担 ってゆ くこ
とが可能」であ り,ま た第三 セクター化 した旧国
鉄の地方交通線を含む多 くの ローカル鉄道 が 「地
域 の支援 を受けつつ……今後 とも維持 されてゆ く
可能性が大 きいよ うに思われ る」(V節7.)と し
ている。
第3章 「公営交通 の動 向 と課題」の章 で特 に興
味を惹 かれ るのは,旧 国鉄 以来の地方交通線の第
三セ クター化に関す る近況,と りわ け今や著名 と
なった三 陸鉄道 につ いての叙 述(III節3.)で あ
ろ う。 この章 の結び として筆者 は 「公営交通 の使
命 は,衰 退す る市=場の中で,交 通弱者達 に母後 の
交通手段 を提供す ること」にあ り,「 それゆ えに,
地方公共団体 の経営 にか か る事業 とな るので あ
る」 と結 んでいる(IV節2.)。
第4章 「乗合バ ス事業 と交通 政 策」 におい て
は,そ の最 後 の節(VIDで,規 制 緩 和 に 関連 し
て,最 近首都圏各方面 で開設 され利用者が増加 し
つつある深夜急行 バスが,タ クシー業者 の反対 に
よって路線新設が認め られない ところもあるとし
て,規 制 のマイナス面 を衝いてい るのは適切であ
ろ う。なお筆者 は,こ こで イギ リスの乗合バス事
業における不採算路線に関す る補助金 の競争入札
制度(本 稿第1編 第1部3の 末尾参照)の 欠点につ
いて もやや具体的に触れている。
第5章 「トラック輸送 と交通政策」 の章 では,
「自然独 占性」 のない トラ ック運送業 に対 す る参
入 ・価格規制 の理論的矛盾 を指摘 し,さ らにそ こ
に存在す る実際的 な問題点についても述べ ている
(1節2.)。 そ して規制緩和(1989年12月 か らの法
改正 に基づ く規制緩和が,こ の業界 ではすでに始
まっている)の この業界へ の影響 について,運 輸
業者 団体 による問題提起の内容を紹介 し,論 評 を
加 え,さ らに筆 者独 自の見解 も述べ られ てい る
(IV節2.)。
第6章 「物流システムの展開 と トラック事業の
戦略」 では,最 近 における多頻度少量輸送時代 に
おける物流 システムの変化 として全体を捉 える。
そ して現在お よび今後 の方 向 としては,全 国ネ ヅ
トワークを擁す る大手物流(路 線)業 者 は,全 国
に大規模 ター ミナルを配置 し,全 国翌 日配達サー
ビスを中心 とした消費者需要 および少量小 口需要
を対象 としたシステ ムが展開され よ う。 エ リア ・
ネ ットワーク業者 の方 向は,全 国ネ ヅトワーク業
者 との提携,あ るいは自らそれへの脱皮であ る。
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貸切輸送 であ る区域 事業者 の大 手企業 は,製 造
業 ・卸売業 ・量販店等 の大企業 の流通拠点サー ビ
ス機能 を充足 し,流 通 センターでの在庫機能 を荷
主企業 に代 って分担 してい く。…方,区 域 トラッ
クを含めた残 りの大多数 の中小 トラ ック企業 の今
後 の展開は,地 域 内積合せ輸送 システムか,上 記
の少数特定荷主への流通 セ ソター機能(在 庫管理
機能)の 提供,そ れが不可能 な ら全 国ネ ッ トワー
ク業者への下請 としての参加である,と している
(III節3.)。
第7章 「航空輸送 と航空政策」 の章 において特
に注 目されるの は,米 国において近年,航 空業に
対す る規制 の弊害 が顕著 となって批判が高ま り,
これ と併 行 して学 界 では コンテ ス タブル ・マー
ケ ッ ト(競 争可能市場理論 一 一本稿第1編 第1部1.
お よび第II編1.(2>参 照)の 理論 が拾頭 して きた
ことが相 まって,遂 に 「航空企業規制緩和法」 の
施行 となった こと,そ れに よる市場への影}と
りわ けCRS(コ ンピュータ予約 システム)の 導 入
拡大 によって,業 界の寡 占化 と収益格差 の増大 と
いった,政 策 とは逆方 向の現象が生 じていること
(VII節1.)の 指摘 などである。
第8章 「外航海運 業 の展 開 と新 局面」 にお い
て,今 後の方 向を考 える うえで重要 な ことは,日
本商船隊に外 国人船員の配乗 を認める問題,そ し
て米 国で新海運法 が成立(1984年6月)し ,海 運
同盟 の自由化 ・弱体化政策 を中心 とす る規制緩和
が行 なわれ,荷 主 か らの低運賃要求圧 力(IV節)
のもと,海 陸空 を統合 した複合輸送への模索の動
きが強まって きていることであろ う。 そ して今後
この業界 に求め られ るものは,各 種交通機関の組
合せに よる 「範囲の経済性」 にもとつ く 「総合的
な物流企業へ の展開」で あろ う(V節)と 結 んで
い る。
第II編 本書への批評 と疑問点
ここでの批評 の対象 は,「 は じめ に」の末尾で
も述べ たよ うに,本 書第1部 のなかで量的に も,
また何 らかの意味で内容的に も,特 に批評が重要
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と思われる第1章 と第3章 に限定す ることとし,
それ以外の章 についての批評は,第1編 の文中で
適宜述べてある。
1.「 第1章 規制 ・規 制緩 和 と交 通産 業 」 に
つ いて
最近における交通の変化 をもた らしつつ ある最
大の要 因は,今 や世界的潮流 となっている 「規制
緩和」政策であろ う。 このため 「規制緩和」問題
が,本 書全体 を貫 くモチーフとなって繰 り返 し語
られているのであ る。そ して この章 はそのモチー
フ(主 題)に つ い て,主 として理 論 的考 察 を 行
なってお り,い わ ぽ本書全体の中核を なす章であ
るとい}る 。
(1)規 制理論の諸類型
本章 の内容についてはすでに第1編 で紹介 した
が,こ こで最 も注 目され るのは 「規制 の理論 と実
際」 の節(V)で あろ う。その 「1.規 制理 論の
パ ターンと類型」 の項において
,こ れ までの経済
学 におけ る規制 の根拠 に関す る理論を紹介 してい
るのであるが,こ こで採 り挙げ られている理論は
本稿第1編 第1部1.で すでに紹介 した4つ であ
る。 この うちそこで第2に 挙 げ られているステ ィ
グ ラー等 に よって展 開 され た捕 獲理 論(こ れが
「捕虜理論」 とも述べられているが,い ずれかに統一
すべきであろ う)と,第4に 挙 げ られた規制者 の
行動や規制利権 グループをめ ぐる理論 の2つ(本
書 「3.産 業利益節」の項で叙述)は,類 書 では余
りみ られないところであろ う。 た とx.ぽ わが国に
おける近代経済学の代表的 と思われ る交通経済論
研究者 によって,前 東京大学教授岡野行秀氏 の還
暦記念 として出版 された 『交通政策 の経 済学』
(日本経済新聞社,1989年9月 刊)に おい て も,規
制理論 として とり挙 げられ ているのは 「規模の経
済性」 に もとつ く 「自然独 占」の場合 と,「 範 囲
の経済性」 の2つ(同 書では 「情報の不完全性」も
一応 とり挙げているが
,こ れは規制導入の理由にな
り得 ない,と している)で あ る。 そ こで は本 書 が
触れている前述 の第2,第4の 根拠につ いては触
れ られていないのである。
(2)競 争可能市場 の理論
この節(V)で は 「2.自 然独 占をめ ぐる伝統
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的規制理論」の説 明と,前 記 「3.産 業利益節」
の叙述のあ と,「4.競 合可能市場(コ ンテスタブ
ル ・マーケ ット)理 論の論理 とその限界」(こ の章
では 「競合可能市場」 とい う表現 と 「競争可能市場」
とい う表現が混用 されているので,い ずれかに統 一
すべ きであろう)に つ いて述べ られている。
この項の叙述に関 して村尾が感 じた疑問点は,
まず第1に,「 範 囲の経済性」 とここで コソテス
タブル ・マーケッ ト理論の核心 とな る概念 とされ
ている 「劣加法性」 との関係如何 とい うことであ
る。 そ こに書 かれ て いる文字 式 の意 味 を考}れ
ば,そ れはす なわち 「範 囲の経済性」なのではな
いか と考 えざるを得 ない。 にもかかわ らず ことさ
らに 「劣加法性」 とい った難 しい概念(そ れは数
学的概念ではないかとみ られる。東洋経済新報社刊
『経済学大辞典』には掲載 されていない)が なぜ導
入 され なけれぽな らなか ったのか,疑 問をもたざ
るを得 ない。
第2の 疑問は 「範 囲の経済性」がなぜ 「競争可
能市場」成立の根拠 になるのか とい う点の説 明が
不充分ではないか,と い う点である。
第3の 疑問 は,r範 囲の経済性」ない し 「劣加
法性」そ の もの に対す る一般 的 な疑 問で あ る。
「範 囲の経済性」 は 「通常 は規 模 の経済性 と同時
に存在 す る」(前 出 『交通政策の経済学』p.91-
1.7～8)と すれば,単 一企業 で 「範囲の経済性」
を 目指 して,多 種類の製 品を生産す る場合,個h
の製品 は 「規模の経済性」 による 「最小最適生産
規模」 に達 していな くてもよいのか,と い う問題
である。 もしその生産規模が最小最適生産規模 よ
りかな り小 さい ものであれ ば,コ ス トはかな り高
い もの になって,そ のよ うなコス ト高の多種類 の
製品を1企 業が生産 した場合,果 して 「範囲の経
済性」 によって コス ト高をカ・ミーしきれ るのか,
とい う疑問が湧 く。 もしもすべ ての製品が最小最
適生産規模以上 であるとい うのであれぽ,こ の企
業 の全体 としての生産規模 はきわめて巨大 なもの
にな らざるを得 ないだ ろ う。 また もしそ うで ある
とす るなら,そ こで重要 な役割を果 しているのは
「規模の経済性」 なのであって,「 範 囲の経済性」
は副次的 な役割 を果 しているにす ぎない,と い う
ことになるのではないであろ うか。
第4の 疑 問は,こ の章 の筆者 は競争可能市場理
論の核心を なす概念 として,① 劣加法性 の概念,
②サ ソク ・コス トの概念,③ 維持可能価格 の3
つを並列的 に挙 げてい る。 しか し競争可能市場成
立の根拠が潜在的競争者 によるヒッ ト・エソ ド・
ラソ的 な参入 ・退出にあるとす るなら,上 記3つ
の概 念の うち最 も重要 なのは②サ ソク ・コス ト概
念 なので はな いか,と い うのが村尾 の疑 問 であ
る。 なぜか とい えぽ,ヒ ット・エソ ド ・ラソ的な
参入 ・退出者 にとって最大 の困難 は退 出 コス トが
大 き くなることなのであって,参 入の困難 は何 ら
かの方法 で解決可能か もしれない し,た とえコス
ト高であっても参入後 の利益 に よってカバ ーで き
ると期待す るか もしれないか らである。 これに対
して退 出コス トが大 きけれ ばカバーする方法 がな
いのである。 したがって 「サソク ・コス ト」概念
は最 も重要である。 これ に対 して 「劣加法性」 は
む しろ参 入 を容易 にす る特 性 であ る と(村 尾 に
は)考 えられ るので,競 争可能市場 の成立 に とっ
ての重要性 は副次的 なものではなか ろ うか。
また この筆者が同 じく核心的概念の1つ として
挙 げている 「維持可能価格」 は,競 争可能市場 の
成立要因で はな く,む しろその結果(成 果)で あ
り,政 策提起の要因であ ると考 え られる。そ うだ
とすれ ぽ これまたそ の重要性 は副次 的 であ る と
いって よいであろ う。
極言す るな ら,競 争可能市場成立 の説 明は,サ
ソク ・コス ト概念のみで充分 ではないか,と い う
のが この項 に関す る村尾 の疑 問で ある。
ともあれ この項 の叙述 内容はきわめて難解 であ
る。 「劣加法性」等へ の言及 のない前 出 『交通政
策 の経済学』(お そらく読者 として交通経済論研究
者が期待されていると推測される)の ほ うがむ しろ
理解容易である。 おそ らく紙数の制約 によって説
明不充分になって しまったのではないかと推測 さ
れ る。改訂版刊行 の際 には,是 非 ともスペ ースを
増や して私な どに も理解 容易に して頂 きたい もの
である。
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2.「 第3章 運賃 の理 論 と制 度 」 につ い て
ここで対 象 とす る本章のII,V節 はそれぞれ優
れた内容を もっているのであるが,そ こに若干の
問題点があると感 じたので,こ こで遠慮 な く愚見
を述べ させ て頂 くこととしたい。
(1)限 界費用価格形成原理
まずII節 「2.社 会的余剰の概念」 の項におい
て,図3・2に よって,需 要曲線 と供給 曲線(限
界費用曲線)の 交 点 で価 格 と生産 量 を 決定 す れ
ぽ,「 社会 的余剰」が最 大化 され,し たが って資
源配分が最適化 されることが説 明 されている。 と
ころで ここで用い られた図3・2の 限界費用曲線
は右上 り直線であるか ら,平 均費用曲線 もその2
分の1の 勾配を もった右上 り直線 になるはずであ
る。 したが って この図は費用逓増の場合を描いた
ものであ り(明 記 されてはいないが),費 用逓増 産
業における限界費用価格形成 によって,社 会的余
剰が最大化 され る ことを説 明 して い るこ とに な
る。 しか し(鉄 道に代表 され る)費 用逓 減的産業
につ いては,こ こでは説明がな されていない。
次 に同 じII節 の 「3.限 界費用価格形成原理 と
企業の採算性」 の項は,た いへん誤解 され易い文
章 になってい る。それ とい うのはこの項 の冒頭 の
部分で,「 市場 が完全競争 で生産 の費用 が逓増的
な産業 において,限 界費用価格形 成を行 な う場合
が,図3・3で 示 されてい る」 とい う文章 に続 い
て,「 個 々の企業 に とって は限界費用 曲線 が供給
曲線であ る」 から,需 要 曲線 と限界費用曲線の交
点でf価 格 と生産量 を決定すれ ぽ,「 社会的 余剰
が最大化 され,資 源配分 が最大化 され る」 と述べ
られているのを読め ぽ,読 者は,こ の図は費用逓
増産業 において限界 費用価 格形成 を行 なった場
合,社 会的余剰 が最大化す ることの再度 の説 明で
あると考 えるであろ う。 しか しなが ら図3・3で
は需要 曲線 がDD';MR罵Pと して水平 に描 かれ
ているから,こ れは完全競争 における個別企業 に
関す る図であって,市 場全体 を示す 図ではないこ
とは明らかである。そ こでは需要曲線が水平であ
るか ら,消 費者余剰を描 くことができない。 した
がって社会的余剰 を描 くこともで きない。社会的
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余剰を描 く図は個別企業で はな く市場全体を示す
図(し たがって完全競争でも需要曲線は右下 りの曲
線となる)で なければな らない ことは,こ の章 の
筆者 も充分承知 され てい る ことは い うまで もな
い 。
したが って上 述 の 「誤 解」 は正 に誤 解 なの で
あって,こ の項 の見出 しが 「限界費用価格形成原
理 と企業の採 算性」 となっていることか ら理解 で
きるよ うに,こ こでは実 は社会的余剰 の最大化 を
証明す るのではな く(そ れは費用逓増産業について
は図3・2に よってすでに証明されている),費 用逓
増産業では,限 界費用価格形成原理 によって,限
界費用=限 界収入が同時 に達成 され,企 業利潤が
極大化す ることを証明 しよ うとしたのである。
なお この図が完全競争下の個別企業 の状況を示
しているならs水 平な需要曲線が平均費用最低点
(限界費用曲線 との交点)に おいて平均費用 と接す
るよ うに描 かれ るべ きであ るにもかかわ らず そ う
なっていないの は,も しそ うなっていれば,消 費
者余剰のみ でな く生産者余剰 も生まれ得 ず,し た
がって前掲 の図3・2に よる社会的余剰最大化 と
矛盾す るからではないかsと 思われ る。 しかし完
全競争 下にお いて生産 者余剰 が発 生す るこ とは
(完全競争条件がないから発生したのである),特 殊
な完全競争(生 産者余剰が発生し,消 費者余剰はゼ
ロになっている)と いわ なけれ ばな らないで あろ
う。
次 に費用 逓減産業 につ い て述 べ られて い る図
3・4に つ いて も,文 章 が前記の図3・3と 同様
の書 きかたになっていて,こ こで も費用逓減産業
におけ る限界費用価格形成 によって,社 会的余剰
が最大化 され ることの説 明があるのか と誤解 して
しま う。 しか しなが らここで も,筆 者 の意図はそ
こにはな く,こ こでは費用逓減産業においては,
限界費用価格形成に よっては企業利潤 は極 大化 し
ないだ けでな く,損 失が発 生す ることを述べ よ う
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付図 費用逓減の場合の価格形成 と余剰
限 界 費 川 佃1格tPI)の とき
1肖r>i名余 乗【」:か.EAP1
生 産 者 余 剰 甘員失):∠FAPL
引 会 的 余剰:'_EAF
・iけ勾費 用f面 季各(P・)(T)と き
消 費 者 余 剰=己EBP2
生 産 者 余 剰1へBG玉 ・LFIP2
社 会 的 余 剰:..、EBGF
MCよ りf氏い 佃i4各 〔P3)の と き
消 費 者 余 剰:Σ,EcP3
牛lll名 余 剰 〔損 失):-IliH(;P3
村 会 的 余 剰:へ 、EAF-△AHC
(注)D:需 要 曲線,MC:限 界 費 用,AC:平 均 費 用
形成 による社会的余剰最大化 の図 による証明は,
この論文 では行なわれていない ことになる。 これ
は交通産業 に とってきわめて重要 な問題 であるか
ら,た とえぽ(付 図)の よ うな簡単 な図に よって
説明すべ きであった と思われる。
これを要す るに ここで私 が言 いたか った こ と
は,ま ず費用逓減産業における限界費用価格形成
に よって当該企業 には損失が発生す るが,社 会的
余剰 は最大化す ることについての図による証明が
必要 であ り,そ のために(付 図)の ような図を載
せてほ しかった こと,そ してそれに よって図3・
4は 不要 となること。 また図3・3と 図3・4を
用 いた解説文 に書かれてい るよ うな(筆 者が引用
した)誤 解を招 き易い文章 は削除 した ほ うが良い
こと,さ らに図3・3に よる企業利潤極大化の証
明は,特 殊な完全競争 の状況の もとでのそれ(前
述)で あって,そ の意義 に疑問を感ぜ ざ るを得 な
い,と い うことである。
(2)ピ ークmド 料金
この章の も う1つ の問題点 はrVピ ークm
社会的 余剰は111が 最 大
ド料 金 」 の節 にあ る。 こ こで は
既 述 の 「限 界 費 用 価 格 形 成 原
理 」(本 書p。47,48)を ふ ま え
て(と 考 え られ る),「 設 備 の 有
効利 用 」 のた め に は限界 費 用 の
高 い ピー ク時 の運 賃 は,限 界 費
用 の低 い オ フ ピー ク時 の運 賃 よ
り高 くす べ きで あ る こ とを文 章
に よって理 論 的 に説 明す る。 そ
し て そ れ に 続 け て,「 従 って,
図3・5に 示 さ れ る よ うに,
ピー ク時 に運 賃 を 高 く(opD,
オ フ ピー ク 時 に は 運 賃 を 低 く
(up。)設 定 す る こ とに な る」 と
述べ られ て い る。 だ が そ こに 問
題 が あ る。 とい うの は,前 述 の
文 章 に よ る 理 論 的 説 明 で は,
ピーク時 には設備拡 大の必要 が ある(オ フピーク
時 との文脈の関係上,当 然そのように理解される)
から限界費用 が大 き くなる,と い う説明は,明 ら
かに長期 の問題 を論 じてい るわ けである。 これに
対 して,図3・5の 形状 は短期の図であ ると思わ
れ,そ こに長期 と短期 の問題 の混乱があるとい う
ことで ある。それゆえ図は長期 の図を用 いるべ き
であ った と思われ るし,ま た短期で もピーク時に
は限界費 用(混 雑費用を含む)が 上 昇す るこ との
説 明が必要(そ れをやっていれぽ図3・5が 生きる)
とも思われ るのである。
第3章 について特別に とり挙 げ,い ろいろな批
判を述べ させ て頂 いた。 この章 は理論的 に難 しい
諸問題 を分 り易 く解説 されてお り,全 体 としては
優れた論文であると思われ るのだが,こ こで述べ
た ような問題点 は,紙 数の制約 と,と りわけ原稿
締切 日までの時間的制約等に よって生 じた もので
ないか と思われ る。再版刊行の際 には,是 非改善
して頂 きたい とお願 いす るものである。
(以上)
